
奈良の農業を
未来につなぐ！

農業の担い手不足の解消に向けて

県では、高い生産能力を活かして古くから農業が発展してきました。現在でも、京阪神の都市部に近い
立地条件を活かして、米を中心に柿やイチゴなど、高度な栽培技術を駆使した生産性の高い多彩な農
業を展開しています。しかし近年では、他府県と同様に農業の担い手不足が問題となっているため、県
ではさまざまな対策を行っています。
今回は、県の農業の担い手確保に関する取り組みとして、「サステナブルな奈良の水田営農の推進」と
「企業の農業参入支援」について紹介します。
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県
で
は
、大
和
平
野
を
中
心
に
生
産
さ
れ
る
米
を
は
じ
め
、全
国
有
数
の
産

地
と
し
て
人
気
を
誇
る
柿
や
、「
古
都
華
」な
ど
独
自
ブ
ラ
ン
ド
が
魅
力
の
イ
チ

ゴ
と
い
っ
た
、品
質
の
高
い
野
菜
や
果
樹
を
栽
培
し
て
い
ま
す
。

　
し
か
し
、2
0
1
0
年
か
ら
2
0
2
0
年
ま
で
の
デ
ー
タ
で
は
、県
の
耕
地
面

積
、農
家
戸
数
は
と
も
に
減
少
し
、今
後
も
右
肩
下
が
り
が
続
く
と
予
想
さ
れ
て

い
ま
す
。さ
ら
に
、水
稲
を
作
付
す
る
小
規
模
農
家
の
高
齢
化
に
よ
る
耕
作
放
棄

の
増
加
な
ど
も
懸
念
さ
れ
て
い
ま
す
。そ
こ
で
県
で
は
、魅
力
あ
る
奈
良
の
農
業

の
衰
退
を
防
ぎ
、農
地
を
未
来
へ
と
つ
な
ぐ
た
め
の
取
り
組
み
を
進
め
て
い
ま
す
。

耕
地
面
積
、農
家
戸
数
と
も
に

さ
ら
な
る
減
少
が
続
く
見
込
み

耕地面積の推移農家戸数の推移
奈
良
の
農
業
の今

を
知
る

　
N
A
F
I
C
は
、奈
良
の
食
と
農
を
担
う
リ
ー
ダ
ー
を
育
成
す
る
2
年
制
の

専
修
学
校
で
す
。農
業
経
営
の
プ
ロ
を
育
て
る
ア
グ
リ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
学
科
で

は
、幅
広
い
品
目
に
対
応
し
た
実
践
的
な
講
義
や
実
習
を
通
じ
て
、高
度
な
知

識
と
技
術
が
身
に
つ
き
ま
す
。ま
た
、流
通
や
販
売
、経
営
ス
キ
ル
な
ど
も
学

べ
、自
立
・
親
元
就
農
や
、農
業
法
人
・
農
業
関
連
企
業
へ
の
就
職
を
バ
ッ
ク
ア
ッ

プ
し
ま
す
。

未
来
の
農
業
の
担
い
手
を
育
成

な
ら
食
と
農
の
魅
力
創
造
国
際
大
学
校（
N
A
F
I
C
）

ア
グ
リ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
学
科

　
実
家
は
所
有
す
る
農
地
で
代
々
農
業
を

営
ん
で
い
ま
し
た
が
、次
第
に
農
業
か
ら
離

れ
、現
在
は
他
の
農
家
に
耕
作
し
て
も
ら
っ

て
い
ま
す
。私
自
身
も
こ
れ
ま
で
就
農
せ
ず

一
般
企
業
で
働
い
て
い
ま
し
た
。し
か
し
、

今
後
も
し
借
り
手
が
耕
作
で
き
な
く
な
っ

て
も
農
地
を
維
持
し
た
い
と
考
え
、退
職
し

て
農
業
を
体
系
的
に
学
ぶ
こ
と
を
決
意
。

N
A
F
I
C
は
少
人
数
制
で
先
生
方
の
フ
ォ

ロ
ー
体
制
が
素
晴
ら
し
く
、個
人
の
目
標
や

意
向
に
沿
っ
た
農
家
で
の
研
修
制
度
な
ど
で

実
践
的
に
学
ん
で
い
ま
す
。学
校
で
は
、自
分

よ
り
か
な
り
年
下
の
同
級
生
の
農

業
へ
の
情
熱
に
刺
激
を
受
け
る

日
々
で
す
。卒
業
後
は
実
家
の
農
地

を
活
用
し
、か
つ
て
祖
母
が
育
て
て

い
た
お
い
し
い
イ
チ
ゴ
の
栽
培
に
挑

戦
し
た
い
で
す
。

代
々
継
承
す
る
農
地
で
再
び
農
業
を
！

現
在
、農
家
現
地
実
習
で
奮
闘
中

卒
業
後
の
目
標
は
イ
チ
ゴ
の
栽
培アグリマネジメント学科

2年生 大前 美佳さん

課題
1

水
稲
を
作
付
し
て
い
る
多
く
の
小
規
模
農
家
が
、

高
齢
化
な
ど
に
よ
り
耕
作
放
棄
す
る
恐
れ

課題
2

2010年 2020年

22,500ha
20,000ha

将来

畑

田

10年間で
2,500ha減少

2010年 2020年

30,527戸

23,265戸

将来

10年間で
約7,200戸減少

将来

耕作放棄

小規模農家

集落営農組織

大規模農家・法人
このままでは衰退する

将来を変える！

奈良の農業を未来につなぐための
取り組みを進めています！

企業の農業参入支援 ▶P5

特集 1

現在

産出総計
413億円

米  21%
87億円

生乳  7%
29億円鶏卵  4%

18億円

キク  3%
14億円

その他
39% 柿  16%

65億円

イチゴ  10%
40億円

出典：農林水産省生産農業所得統計

2①6月14日(土） ②8月9日(土）
いずれも9時30分～、
13時30分～の2回開催

1NAFIC池之内校舎（桜井市）
3右記二次元コードから
（申込締切：①6/10 ②8/5）

アグリマネジメント学科
2①6月29日(日） ②7月26日(土）
いずれも10時30分～14時20分

1NAFIC安倍校舎（桜井市）
3右記二次元コードから
（申込締切：①6/24 ②7/21）

AO入試Ⅱ期エントリー：7月4日（金）～17日（木）

フードクリエイティブ学科

令和5年奈良県農業産出額

詳しくは
こちら

出典：農林水産省作物統計出典：農林業センサス

将来に向けたイメージ

サステナブルな奈良の水田営農の推進 ▶P4
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サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
な

奈
良
の
水
田
営
農
の
推
進

未来につなぐ
取り組み　 1

●小規模農家が
　個々に水稲を生産
●各農家の稲作経営の
　収支は赤字

経営主の
交代時などに
栽培中止の
可能性

耕作放棄地
増加

現　　状現　　状

サステナブルな水田営農の推進サステナブルな水田営農の推進

小規模の農業者が集まり、栽培継続に
向けた話し合いを実施
●共同育苗の開始
●経営費の低減などによる経営改善対策

農業者のグループ化

県農業水産振興課 参事
奥谷 晃弘さん

　
県
で
は
、ホ
ッ
プ
、ス
テ
ッ
プ
、ジ
ャ
ン
プ
の
3
段
階
の
計
画
で「
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル（
持
続
可
能
）

な
水
田
営
農
」に
向
け
た
サ
ポ
ー
ト
を
展
開
し
ま
す
。ま
ず
は
小
規
模
農
家
グ
ル
ー
プ
に
よ
る

共
同
育
苗
を
支
援
し
、次
に
経
営
改
善
計
画
の
具
現
化
に
よ
る
生
産
効
率
・
販
売
額
の
向
上
を

推
進
。そ
し
て
、長
期
目
標
と
し
て
掲
げ
る
大
規
模
稲
作
生
産
組
織
の
設
立
を
目
指
す
こ
と

で
、奈
良
の
水
田
営
農
を
推
進
し
ま
す
。

３戸以上の農業者を
グループ化
（１グループ２ha以上作付）

共同育苗の開始

ここを
サポート

新たに育苗を共同で実施する小規模農家グ
ループに対し支援します。

共同育苗への取り組みを推進　

水稲生産の継続・発展を目指すグループリー
ダー育成に向け講習会を開催します。

リーダーとなり得る人の育成

機械の共同利用の実施などを見据えた（仮）経
営改善計画の作成を支援します。

コスト低減に向けた
（仮）経営改善計画の作成推進

稲作経営の赤字を解消するため、具体
的な対策を検討
●販売額の向上
●機械経費などの軽減

（仮）経営改善計画の具現化 ステップ

ジャンプ

ホップ

・農業機械の
 共同利用
・効率生産や
 販売額向上　

ここを
サポート

販売単価の高い酒米
の生産拡大や、地球温
暖化に対応した高温
耐性品種の迅速な現
場導入に向け、有望品
種を現地実証します。

販売額向上に向けた取り組みを推進

農業機械の長期利用や修繕費の軽減が図れ
るよう、メンテナンス講習会を開催します。

農業者の機械の維持管理能力の向上

地域の水稲作業を受託

大規模稲作生産組織の設立

特集 1

　
赤
字
経
営
や
耕
作
放
棄
な
ど
の
問
題
を
抱

え
る
小
規
模
農
家
に
対
し
て
、県
は
こ
れ
ま
で

も
農
林（
業
）振
興
事
務
所
な
ど
に
よ
る
伴
走

支
援
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。今
年
度
か
ら
さ
ら

な
る
支
援
の
充
実
を
図
り
ま
す
。

　
支
援
対
象
は
、今
年
7
月
以
降
に
公
募
で

選
定
す
る
、水
稲
を
作
付
す
る
農
業
者
グ
ル
ー

プ
で
す
。令
和
8
年
の
作
付
に
向
け
て
、共
同

育
苗
の
た
め
の
土
や
肥
料
な
ど
資
材
の
導
入

に
係
る
補
助
を
行
う
と
と
も
に
、（
仮
）経
営
改

善
計
画
の
作
成
推
進
、赤
字
経
営
解
消
の
具

現
化
ま
で
、普
及
指
導
員
が
サ
ポ
ー
ト
し
ま

す
。農
地
の
荒
廃
と
農
業
の
衰
退
を
防
ぎ
、奈

良
の
自
然
や
景
観
、防
災
機
能
も
保
持
す
る

水
田
を
維
持
す
る
た
め
に
取
り
組
み
ま
す
。

事業公募は
令和７年７月以降

に予定

◯  △  営  農  組  合
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4県食農部総務課　☎0742‐27‐7406　60742‐26‐6265

企
業
の
農
業
参
入
支
援

未来につなぐ
取り組み　 2

　
営
農
を
未
来
へ
継
承
す
る
た
め
に
は
、地
域
全
体
で
新
た
な
担
い
手
の
参
入
を
促
進
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。地
域
で
は

若
者
な
ど
の
担
い
手
確
保
に
苦
慮
す
る
一
方
、企
業
に
お
い
て
は
経
営
多
角
化
や
C
S
R（
企
業
の
社
会
的
責
任
）を
目
的
に

農
業
参
入
を
図
る
事
例
が
増
え
て
い
ま
す
。こ
う
い
っ
た
背
景
を
ふ
ま
え
、県
で
は
企
業
の
農
業
参
入
を
推
進
し
、（
公
財
）な

ら
担
い
手
・
農
地
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー（
サ
ポ
セ
ン
）や
土
地
改
良
区
、市
町
村
、農
業
委
員
会
な
ど
の
関
係
機
関
と
連
携
し
て

支
援
し
ま
す
。

農業参入を
希望する企業

●県内中小企業
　（食品関連企業など）
●県外農業法人
　（農業参入済企業）
●県内大手企業　など

企業向け農業参入ガイドブックを作成するとともに、参入意向企業の要望に沿った
候補農地の紹介やサポートを行うことにより、スムーズな農業参入を促進します。

土地改良区による農地調査
将来の営農に関する組合員アンケート・
現地調査などにより農地情報を把握　

サポセンが管理している農地や、将来
の担い手が不在と見込まれる農地な
どの情報をとりまとめ　

サポセンによる農地調査

「企業」と「農地」のスピーディーなマッチングへ!

（株）鞄工房山本 代表取締役会長 山本 一彦さん
（公財）なら担い手・農地サポートセンター
事務局長 田中 利亨さん

　
主
軸
事
業
で
あ
る
ラ
ン
ド
セ
ル
の
需
要
が
少
子
化

に
よ
り
減
少
す
る
中
、新
事
業
と
し
て
農
業
参
入
を

決
意
し
ま
し
た
。農
業
を
選
ん
だ
の
は「
お
子
様
と
そ

の
ご
家
族
を
笑
顔
に
」と
い
う
理
念
を
、命
の
源
で
あ

る
食
で
も
実
現
す
る
た
め
で
す
。品
目
や
栽
培
技
術
、

経
営
に
つ
い
て
は
専
門
企
業
の
指
導
を
仰
ぎ
ま
し

た
。農
地
賃
借
や
施
設
整
備
に
つ
い
て
は
、市
や
農
業

委
員
会
な
ど
行
政
に
相
談
し
、環
境
制
御
型
I
C
T

ハ
ウ
ス
を
建
設
し
て
ト
マ
ト
栽
培
を
開
始
し
ま
し

た
。新
事
業
は
社
内
に
刺
激
を
も
た
ら
し
、従
業
員
の

士
気
向
上
に
も
つ
な
が
っ
た
と
実
感
し
て
い
ま
す
。

現
在
、県
の
支
援
を
利
用
し
た
事
業
拡
大
を
検
討
中

で
、ラ
ン
ド
セ
ル
工
房
に
来
ら
れ
た
お
客
様
も
楽
し

め
る
観
光
イ
チ
ゴ
農
園
の
運
営
を
目
指
し
ま
す
。

新
規
参
入
の
ト
マ
ト
栽
培
で
社
内
に
新
風

県
の
支
援
を
活
用
し
事
業
拡
大
も
検
討
中

　
私
た
ち
は
、奈
良
の
農
地
の
効
率
的
利
用
を

図
る
公
的
機
関
で
す
。農
地
を
地
権
者
か
ら
借

り
受
け
、耕
作
者
に
貸
す
事
業
を
無
料
で
行
う

農
地
中
間
管
理
機
構
で
あ
り
、「
貸
し
た
い
人
」

と「
借
り
た
い
人
」を
マ
ッ
チ
ン
グ
し
て
い
ま
す
。

　
今
回
の
取
り
組
み
で
は
、企
業
の
ス
ム
ー
ズ

な
農
業
参
入
を
目
的
に
、県
に
よ
る
企
業
の
農

業
参
入
意
向
調
査
、土
地
改
良
区
に
よ
る
農
地

調
査
、そ
し
て
私
た
ち
サ
ポ
セ
ン
が
蓄
積
し
た

農
地
情
報
を
結
集
し
て
一
体
的
に
サ
ポ
ー
ト
し

ま
す
。参
入
企
業
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
農
地
情

報
を
提
供
し
、実
際
の
貸
借
手
続
に
お
い
て
は
、

公
的
機
関
で
あ
る
私
た
ち
が
間
に
入
る
こ
と
で

ト
ラ
ブ
ル
を
防
止
・
軽
減
し
ま
す
。

県
と
各
種
機
関
が
連
携
し
て
サ
ポ
ー
ト

農
地
情
報
、貸
借
手
続
は
我
々
に
お
任
せ

農業参入された企業よりサポセン スタッフより

特集 1

参入先候補農地

土地改良区、サポセン、
市町村、農業委員会な
ど関係機関が協力して
農地情報を集約

企業参入支援チーム
（県・サポセン） 基盤整備

農地情報

営農指導

経営計画 貸借手続

企業のスムーズな農業参入を一体的にサポートします

企業の農業参入意向調査企業向け農地調査

●県内企業への意向調査、県内外参入済企業への
訪問により農業参入の関心度、課題などを調査

●農業参入フェアへの出展により企業の情報収集
●「参入意向企業リスト」作成

農業参入企業の情報収集

令和
7年度の
取り組み

令和
８年度～

農業参入フェア 県内企業農業参入事例

企業の参入候補地となる
農地情報を集約

「農地情報シート」作成
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